
平成１８年３月期 個別中間財務諸表の概要

上場会社名  株式会社Ｔ・ＺＯＮＥホールディングス 上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ

コード番号 本社所在都道府県 東京都

（ＵＲＬ　http://www.hd.tzone.co.jp）

代表者 役職名 代表取締役社長 氏名 吉　田　直　樹

問合せ先責任者  役職名 取締役副社長 氏名 宮　川　聡　男 ＴＥＬ　　03(5643)0620

決算取締役会開催日 中間配当制度の有無 有

中間配当支払開始日 単元株制度採用の有無 有 （1単元　100株）

１．１７年９月中間期の業績（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）            

（１）経営成績 （単位：百万円未満切捨）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年９月中間期 （ ） （ ） （ ）

16年９月中間期 （ ） （ ） （ ）

17年３月期 （ ） （ ） （ ）

百万円 ％ 円 銭 円 銭

17年９月中間期 （ ）

16年９月中間期 （ ）

17年３月期 （ ）

(注) ①期中平均株式数 17年９月中間期 16年９月中間期 28,448,690 株 17年3月期 30,576,416 株

②会計処理の方法の変更・・・・・・・無

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

（２）配当状況 （単位：百万円未満切捨）

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

17年９月中間期

16年９月中間期

17年３月期

（３）財政状態 （単位：百万円未満切捨）

百万円 百万円 ％ 円 銭

17年９月中間期

16年９月中間期

17年３月期

    (注) ①期末発行済株式数 　17年9月中間期 33,123,762 株　　16年9月中間期 29,281,985 株 17年3月期 33,127,119 株
   ②期末自己株式数 　17年9月中間期 　　 14,060 株　　16年9月中間期 　　　 5,427 株 17年3月期 　　 10,703 株

２．１８年３月期の業績予想（平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日）   （単位：百万円未満切捨）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

通期

（参考） １株当たり予想当期純利益（通期） 85円 88 銭

上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって予想

数値と異なる結果となる場合があります。
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中間財務諸表等
（１）中間貸借対照表

（単位：百万円）
期　　別

科　　目
（資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ 流動資産 ( ） ( ） ( ）
１． 現金及び預金
２． 売掛金
３． 関係会社短期貸付金
４． 未収入金
５． 繰延税金資産
６． その他

貸倒引当金
Ⅱ 固定資産 ( ） ( ） ( ）

１． 有形固定資産 ( ) ( ) ( )
（1） 建物
（2） その他

２． 無形固定資産 ( ) ( ) ( )
（1） 商標権
（2） その他

３． 投資その他の資産 ( ) ( ) ( )
（1） 関係会社株式
（2） その他の関係会社

有価証券 －
（3） 長期貸付金 ー ー
（4） その他

貸倒引当金
Ⅲ 繰延資産 ( ) ( ) ( )

資産合計
（負債の部）

Ⅰ 流動負債 ( ) ( ) ( )
１． 短期借入金
２． 未払金
３． 未払法人税等
４． その他

Ⅱ 固定負債 ( ) ( ) ( )
１． 社債
２． 長期借入金
３． 長期未払金
４． その他
負債合計

Ⅰ 資本金 ( ) ( ) ( )
Ⅱ 新株式申込証拠金 ( ) ( ) ( )
Ⅲ 資本剰余金 ( ) ( ) ( )

１． 資本準備金
２． その他資本剰余金

Ⅳ 利益剰余金 ( ) ( ) ( )
Ⅴ 自己株式 ( ) ( ) ( )

資本合計
負債及び資本合計
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（２）中間損益計算書
（単位：百万円）

期　　別

科　　目
％ ％ ％

Ⅰ 営業収益 （ ） （ ） （ ）

Ⅱ 営業費用 （ ） （ ） （ ）

営業利益

Ⅲ 営業外収益 （ ） （ ） （ ）

Ⅳ 営業外費用 （ ） （ ） （ ）

経常利益

Ⅴ 特別利益 （ ） （ ） （ ）

Ⅵ 特別損失 （ ） （ ） （ ）

税引前中間（当期）純利益

又は純損失（△）

法人税、住民税及び事業税

法人税等調整額

中間（当期）純利益

前期繰越利益

又は損失（△）

中間（当期）未処分利益

又は未処理損失（△）

4

30

12

3,367 621

△ 202

8

22

43.5

868.2

399

20

16

5.9

165 371 100.0

41 92

15.7

58.8

24.9 24.9

41.2

百分比
至　平成17年９月30日

百分比
至　平成16年９月30日

金　　額

前連結会計年度の

自　平成16年４月 １日自　平成16年４月 １日
要約損益計算書

自　平成17年４月 １日

前中間会計期間

至　平成17年３月31日

100.0

30.4

69.6

金　　額 百分比
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3
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△ 336.8△ 1,167
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当中間会計期間

18.0
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１． 有価証券の評価基準及び評価方法 １． 有価証券の評価基準及び評価方法 １． 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法 同左 同左
その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

時価のないもの 時価のないもの 時価のないもの
移動平均法による原価法 同左 同左

２． 固定資産の減価償却の方法 ２． 固定資産の減価償却の方法 ２． 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産
定率法 定率法 定率法
ただし、平成10年４月１日以降に取 ただし、平成10年４月１日以降に取
得した建物（建物附属設備を除く） 得した建物（建物附属設備を除く）
については、定額法を採用しており については、定額法を採用しており
ます。なお、主な耐用年数は次の なお、主な耐用年数は次のとおり ます。なお、主な耐用年数は次の
とおりであります。　 であります。　 とおりであります。　
 建物･･･・・・・・・･・・・・・・ 5～39年  建物･･･・・・・・・･・・・・・・5～15年  建物･･･・・・・・・･・・・・・・5～15年
 有形固定資産その他・・3～15年  工具器具備品・・・・･・・・4～8年  有形固定資産その他・・3～8年

当期において耐用年数が短縮した
のは㈱Ｔ・ＺＯＮＥ　ＤＩＹに現物出資
をしたためであります。

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産
定額法 同左 同左
なお、ソフトウェア(自社利用分)
については、社内における利用
可能期間（５年）に基づく定額
法を採用しております。

３． 繰延資産の処理方法 ３． 繰延資産の処理方法 ３． 繰延資産の処理方法
(1) 新株発行費 (1) 新株発行費

３年間で毎期均等額以上を償 同左
却しております。

４． 引当金の計上基準 ４． 引当金の計上基準 ４． 引当金の計上基準
貸倒引当金 貸倒引当金 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備 債権の貸倒れによる損失に備 債権の貸倒れによる損失に備
えるため、 えるため、 えるため、
　a） 一般債権 　a） 一般債権 　a） 一般債権

貸倒実績率により、回収不 同左 同左
能見込額を計上しておりま
す。

　b） 貸倒懸念債権及び破産更 　b） 貸倒懸念債権及び破産更 　b） 貸倒懸念債権及び破産更
生債権等 生債権等 生債権等
個別に回収可能性を勘案 同左 同左
し、回収不能見込額を計上
しております。

５． リース取引の処理方法 ５． リース取引の処理方法 ５． リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転 同左 同左
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

６． その他中間財務諸表作成のための ６． その他中間財務諸表作成のための ６． その他財務諸表作成のための基本
基本となる重要な事項 基本となる重要な事項 となる重要な事項
（1）消費税等の会計処理 （1）消費税等の会計処理 （1）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。 同左 同左

（2）連結納税制度 （2）連結納税制度 （2）連結納税制度
平成１６年３月期より連結納税 連結納税制度を適用しておりま 同左
制度の採用をしております。 す。

至　平成17年３月31日
自　平成16年４月 １日

4

前連結会計年度前中間会計期間 当中間会計期間

至　平成16年９月30日 至　平成17年９月30日
自　平成16年４月 １日 自　平成17年４月 １日



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

1　固定資産の現存に係る会計基準 1　固定資産の現存に係る会計基準 1　固定資産の現存に係る会計基準
当中間連結会計期間より、固定資
産の減損に係る会計基準（「固定
資産の減損に係る会計基準の設
定に関する意見書」　（企業会計
審議会　平成14年8月9日））及び
「固定資産の減損に係る会計基準
の適用指針」（企業会計基準適用
指針第6号　平成15年10月31日）
を適用しております。これによる損
益に与える影響は有りません。

至　平成17年３月31日

5

前連結会計年度
自　平成16年４月 １日 自　平成17年４月 １日 自　平成16年４月 １日
至　平成16年９月30日 至　平成17年９月30日

前中間会計期間 当中間会計期間



注記事項
（中間貸借対照表関係）

1 有形固定資産の減価償却累計額 1 有形固定資産の減価償却累計額 1 有形固定資産の減価償却累計額
百万円 百万円 百万円

2 新株式申込証拠金 2 2
新株式申込証拠金は、平成16年９月
27日開催の取締役会の決議により
平成16年10月12日を払込日として
3,589,769株（発行価額5,851,323,470
円）の払込を受けたものであります。
なお、平成16年10月12日付にて
2,925,661,735円を資本金に、
2,925,661,735円を資本準備金に
それぞれ繰入れております。

3 消費税等の取扱い 3 消費税等の取扱い
　仮払消費税等及び仮受消費税等 　仮払消費税等及び仮受消費税等
並びに消費税等の中間納付額は相 並びに消費税等の中間納付額は相
殺のうえ、３百万円は中間貸借対照 殺のうえ、1百万円は中間貸借対照
表上、流動負債の「その他」に含め 表上、流動負債の「その他」に含め
て表示しております。 て表示しております。

（中間損益計算書関係）

1 営業外収益の主要項目 1 営業外収益の主要項目 1 営業外収益の主要項目
①受取利息 20 百万円 ①受取利息 42 百万円 ①受取利息 50 百万円

2 営業外費用の主要項目 2 営業外費用の主要項目 2 営業外費用の主要項目
①支払利息 28 百万円 ①支払利息 66 百万円 ①支払利息 63 百万円
②新株発行費償却 4 百万円 ②新株発行費償却 11 百万円 ②新株発行費償却 23 百万円
③証券代行手数料 4 百万円 ③証券代行手数料 10 百万円 ③証券代行手数料 43 百万円

3 特別利益の主要項目 3 特別利益の主要項目 3 特別利益の主要項目
①貸倒引当金戻入益 4 百万円 ①償却債権取立益 40 百万円 ①貸倒引当金戻入益 16 百万円

②関係会社売却益 百万円

4 特別損失の主要項目 4 特別損失の主要項目 4 特別損失の主要項目
①固定資産処分損 12 百万円 ①固定資産処分損 2 百万円 ①固定資産処分損 12 百万円

②貸倒損失 386 百万円

5 固定資産処分損の内訳は次のとお 5 固定資産処分損の内訳は次のとお 5 固定資産処分損の内訳は次のとお
りであります。 りであります。 りであります。
有形固定資産その他 12 百万円 建物 百万円 建物 百万円

その他 百万円 土地 百万円
百万円 百万円

6 減価償却実施額 6 減価償却実施額 6 減価償却実施額 
有形固定資産 4 百万円 有形固定資産 1 百万円 有形固定資産 1 百万円
無形固定資産 16 百万円 無形固定資産 16 百万円 無形固定資産 16 百万円

（リース取引関係）
EDINETによる開示を行うため、記載を省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式で時価のあるもの （単位：百万円）

ーーー ー 1,140

貸借対照表 時価 差額
計上額

ー

前中間会計期間末

5

自　平成16年４月 １日

（平成17年９月30日現在）

計上額
貸借対照表

6

前連結会計年度

時価

4

（平成16年９月30日現在）

至　平成16年９月30日

前中間会計期間末

前中間会計期間

当中間会計期間末 前連結会計年度

3
2

当中間会計期間末

計上額

ー6,419

（平成17年３月31日現在）

（平成17年３月31日現在）
時価 差額 貸借対照表

自　平成16年４月 １日

1
1

3,185

6

差額

前連結会計年度
（平成16年９月30日現在） （平成17年９月30日現在）

5,279

自　平成17年４月 １日
当中間会計期間

至　平成17年９月30日

8

至　平成17年３月31日
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